
 

 

 

 

 

 

 

今後の収支予測 

（令和６年度～15 年度） 

 

 

資料－３ 

ケース①－１ ： 運賃改定「なし」・人件費増加「標準」 

ケース①－２ ： 運賃改定「なし」・人件費増加「高水準」 

ケース②－１ ： 運賃改定「２０円増」・人件費増加「標準」 

ケース②－２ ： 運賃改定「２０円増」・人件費増加「高水準」 

ケース③－１ ： 運賃改定「３０円増」・人件費増加「標準」 

ケース③－２ ： 運賃改定「３０円増」・人件費増加「高水準」 





■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 207,849

【ケース①ー１】運賃改定＝「なし」・人件費増加＝「標準」

△ 2,078,486
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年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 １



■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 244,900

【ケース①ー２】運賃改定＝「なし」・人件費増加＝「高水準」

△ 2,449,001
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年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 ２



■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 6,830

【ケース②ー１】運賃改定（令和８年度)＝「２０円増（均一区間：２４０円）」・人件費増加＝「標準」
乗客逸走率(3%)・人口減少(0.5%)・通学定期券(据え置き)

△ 68,300
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年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 ３



■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 30,809

【ケース②ー２】運賃改定（令和８年度)＝「２０円増（均一区間：２４０円）」・人件費増加＝「高水準」
乗客逸走率(3%)・人口減少(0.5%)・通学定期券(据え置き)

△ 308,087
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乗合（負担金除く） 高齢者負担金 障がい者負担金 貸切 運送雑収益 営業外収益 特別利益

0

1000

2000

3000

4000

5000

② 費用内訳

人件費 物件費 経費 減価償却費外 営業外費用 特別損失

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

300

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

4000

4500
（
当
年
度
純
損
益
）

（
経
常
収
益
・
経
常
費
用
）

年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 ４



■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円91,975

【ケース③ー１】運賃改定（令和８年度)＝「３０円増（均一区間：２５０円）」・人件費増加＝「標準」
乗客逸走率(3%)・人口減少(0.5%)・通学定期券(据え置き)

919,745
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経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 ５



■収支シミュレーション（１０年間の収支推移：令和7年度～令和16年度）※令和６年度は決算見込み（参考）

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで

示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円54,923

【ケース③ー２】運賃改定（令和８年度)＝「３０円増（均一区間：２５０円）」・人件費増加＝「高水準」
乗客逸走率(3%)・人口減少(0.5%)・通学定期券(据え置き)

549,227
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経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】

令和７年度以降における増加要因

①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰

軽油費・外注修繕費などの物件費増加

委託料などの経費増加

③令和９～１０年度に運賃箱関連一斉更新

翌年年度以降の減価償却費が増加

 ６


